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24 繰越金 86,591 △ 2,318 84,273

 1 繰越金 86,591 △ 2,318 84,273

 1 繰越金 86,591 △ 2,318 84,273

486,422,676 △ 2,318 486,420,358歳 入 合 計

款 項 目 科 目 名 補正前の額 計

  一般会計歳入歳出補正予算事項別明細書

１　歳　入

補 正 額

2



（単位   千円）

節

 1 繰越金 △ 2,318 ＜財務企画課＞

説 明
区 分 金 額
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２  歳  出

 1 議会費 994,629 △ 2,014 992,615 △ 2,014

 1 議会費 994,629 △ 2,014 992,615 △ 2,014

 1 議会費 994,629 △ 2,014 992,615 △ 2,014

 2 総務費 123,079,166 △ 248 123,078,918 △ 248

 1 総務管理費 118,861,180 △ 193 118,860,987 △ 193

 1 一般管理費 7,056,150 △ 193 7,055,957 △ 193

 7 監査委員費 187,825 △ 55 187,770 △ 55

 1 監査委員費 187,825 △ 55 187,770 △ 55

10 教育費 61,057,112 △ 56 61,057,056 △ 56

 1 教育総務費 8,943,826 △ 56 8,943,770 △ 56

 2 事務局費 6,426,213 △ 56 6,426,157 △ 56

486,422,676 △ 2,318 486,420,358 △ 2,318

項 目 科 目 名 補正前の額 補 正 額

歳 出 合 計

計
補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源
款
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(単位 千円)

節

 3 職員手当等 △ 2,014 ＜議会事務局総務課＞

◎人件費

 3 職員手当等 △ 183 ＜人事課＞

 4 共済費 △ 10 ◎人件費

 3 職員手当等 △ 46 ＜監査委員事務局＞

 4 共済費 △ 9 ◎人件費

 3 職員手当等 △ 49 ＜教育総務課＞

 4 共済費 △ 7 ◎人件費

説 明
区 分 金 額
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１　  特　 別 　職

△ 2,292計

(△0.05月分)

△ 95その他

(△0.05月分)

△ 2,014議　員

(△0.05月分)

△ 183

比　較

長　等

142,1997,166 987,243 48,369計

( 3.1月分)

5,9357,112 617,874 18,343その他

( 3.1月分)

124,91451 369,369議　員

( 3.1月分)

3 30,026 11,350

補 正 前

長　等

7,166 987,243 48,369 139,907計

(3.05月分)

7,112 617,874 18,343 5,840その他

(3.05月分)

51 369,369 122,900議　員

(3.05月分)

3 30,026 11,167

地域手当

補 正 後

長　等

人 

給　　与　　費　 　　明　　細　　書

区　　　　分 職　員　数
給　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

報　　酬 給　　料
期末手当

年間支給率(月分)
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(単位　千円)

2,292 △ 26 △ 2,318△

95 △ 111△△ 16

2,014 △ 2,014△

183 △ 193△△ 10

147,142 1,336,04211,089 1,188,900

4,630 657,87111,089 653,241

134,985 629,268494,283

41,376 7,527 48,903

1,186,608 147,116 1,333,72411,089

653,146 4,614 657,76011,089

492,269 134,985 627,254

41,193 7,517 48,710

寒冷地手当 その他の手当 計

給　　与　　費　 　　明　　細　　書

給　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費
共　済　費 合　　　計 備　　　考
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令和2年度新潟市水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出

支　　　　　出
（単位　千円）

△ 74

△ 74

事 業 費1

営 業 費 用

項 目

1

職員給与費1,158,488

補正予定額

△ 74

15,790,659

既決予定額款 計

総 係 費7

14,547,118 14,547,044

1,158,562

備　　　　　考

15,790,733
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（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

有形固定資産売却益

有形固定資産売却損

受取利息及び受取配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

貯蔵品の増減額（△は増加）

特定収入に係る控除対象外消費税相当額

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

国庫補助金等による収入

長期貸付金償還による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

リース債務の返済による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

４　資金増加額（又は減少額）

５　資金期首残高

６　資金期末残高

△1,937,155

10,000,559

8,063,404

9

△46,504

6,555,981

389

1,676,680

△675,426

5,880,944

△10,236,111

2

735,330

6,000

△9,494,779

4,408,000

△3,128,631

464,000

△66,689

△389

675,426

159,677

△182,007

481

△71,464

△3,977

△1,076,603

△1

1

令和2年度新潟市水道事業会計補正予定キャッシュ・フロー計算書

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

919,379

5,908,626

273,336







（単位　千円）
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(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

△ 397,004

有 形 リ ー ス 資 産

129,588

現 金 預 金

前 払 費 用

減 価 償 却 累 計 額

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 526,592

12

8,063,404

154,902,704

8,092

10,303,429

165,206,133

令和2年度新潟市水道事業補正予定貸借対照表

（令和3年3月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

△ 4,853,440

122,513

7,389,989

車 両 運 搬 具

8,610,867

有 形 固 定 資 産

22,981

10,860,669

36,086,876

△ 25,226,207

△ 97,460,281

3,757,427

221,711,893

124,251,612

△ 99,532

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

40,101施 設 利 用 権

12,700

249

貯 蔵 品

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

水 利 権

ソ フ ト ウ ェ ア

87,386

前 払 金

減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

出 資

投 資 合 計

624,177

△ 265,493 358,684

154,796,618

8,025,668

7,298

1,042,641

△ 4,080

169,282

1,023,841

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

未 収 金

長 期 貸 付 金 6,000

18,700

そ の 他 の 無 形 資 産

340

19,846

19,800

1

流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

無 形 リ ー ス 資 産



（単位　千円）
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負 担 金 交 付 金 4,644

3,205,236

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金 3,617,687

負 債 資 本 合 計

102,743

建 設 改 良 積 立 金 4,257,333

386,860国 庫 補 助 金

寄 附 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

7,875,020

11,080,256

165,206,133

81,794,061資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

49,668,281

105,883

724,087

25,388,605

8,355,186

25,388,605

25,388,605

1,223,599

資　　本　　の　　部

自 己 資 本 金

329,249

46,503,505

消 火 栓 設 置 負 担 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

1,000,797

880,222

2,835,527

固 定 負 債 合 計

資 本 金 合 計

流 動 負 債

リ ー ス 債 務

建 設 企 業 債

剰 余 金

法 定 福 利 費 引 当 金

負　　債　　の　　部

未 払 金

引 当 金

3,694,028

企 業 債

建 設 企 業 債

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

企 業 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

そ の 他 流 動 負 債

資 本 金

83,412,072

48,414,985

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金

△ 23,026,380

70,713,805

46,503,505

2,835,527

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

賞 与 引 当 金

企 業 債 合 計

209,090

リ ー ス 債 務

補 償 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金 合 計

3,196,768

3,196,768

31,701

175,376

33,714

70,713,805

固 有 資 本 金

出 資 金

組 入 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

1,103,640

6,781,480

62,828,685



Ⅰ．重要な会計方針

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品　　　　　　　　移動平均法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

定額法を採用している。

主な資産の耐用年数は以下のとおり

建物 ３～５０年

構築物 ７～６０年

機械及び装置 ６～２０年

車両運搬具 ４～　６年

工具・器具及び備品 ２～２０年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く。）

定額法を採用している。

主な資産の耐用年数は以下のとおり

水利権 ２０年

施設利用権 １５～４５年

ソフトウエア ５年

その他無形固定資産 ７年

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法を採用している。

３　引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を

計上している。

なお，水道事業会計で退職手当を負担する職員の要件は以下のとおりである。

・水道関係の所属で退職する職員

(2) 賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年

度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

(3) 法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込

額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月間）を計上している。

　注記
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(4) 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等による回収不能見込額を計上して

いる。

貸倒実績率については，一般債権（調定後1年未満の債権）と，貸倒懸念債権（調定後1年

以上経過した債権）に分け，それぞれで回収不能見込額を計上している。

４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書

１　重要な非資金取引

(1) ファイナンス・リース取引による資産の取得

当年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産の額は，297,215千円，ファ

イナンス・リース取引に係る負債の額は，326,937千円である。

(2) 受贈による資産の取得

当年度に新たに計上した受贈による資産の額は，207,724千円である。

Ⅲ．予定貸借対照表

１　企業債の償還に係る他会計の負担

予定貸借対照表に計上されている企業債のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は

109,833千円である。

Ⅳ．セグメント情報

１　報告セグメントの概要

報告セグメントについては，水道事業会計全体で一つのセグメントとする。

Ⅴ．減損損失

特に記載すべきものはない。

Ⅵ．リース契約により使用する固定資産

１　リース取引の処理方法

リース料総額が300万円以上の所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

リース料総額が300万円未満の所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
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２　長期継続契約に係るリース債務

通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち,地方自治法

第234条の3に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額である。

Ⅶ．重要な後発事象

特に記載すべきものはない。

Ⅷ．その他

１　退職給付引当金の目的使用による取崩し

当年度において，退職手当として268,187千円支給する見込みであるため，退職給付引当金を使

用する。

２　賞与引当金の目的使用による取崩し

当年度において，期末手当及び勤勉手当として552,130千円支給する見込みであるため，賞与引

当金178,588千円を使用する。

３　法定福利費引当金の目的使用による取崩し

当年度において，期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として105,715千円支出する見込みで

あるため，法定福利費引当金34,479千円を使用する。

４　貸倒引当金の目的使用による取崩し

当年度において，債権の不納欠損による損失に6,462千円を使用する見込みである。

16

長期リース債務 329,249千円

令和2年度

（令和3年3月31日）

短期リース債務 31,701千円


